『上越市バドミントン協会規約』
第１章（総則）
第１条／名称
本会は、《上越市バドミントン協会》と称する。
第２条／目的
本会は、スポーツとしてのバドミントンを通じた人間形成により次の世代に健全な文化を継承することを基本理念とし、上越市の愛好者団体及び個人への活動環境の提供と生涯スポーツの実現並びに次世代を担う若者の競技力の向上を図るために、バドミントンの普及・発展を推進する組織活動の中枢機関として機能することを目的とする。
第３条／事務局
本会は、上越市市内に事務局を置く。
第４条／事業・活動
本会は、前条の目的を達成するために、下記の事業・活動を行う。１．各種競技大会並びに普及に関する事業・活動の企画、開催
２．その他本会の目的を達成するために必要な事業・活動
第２章（会員）
第５条／構成
１．本会は、本会の趣旨に賛同する上越市の団体をもって構成する。２．上記１．以外の加盟については、理事会にて審議する。
第６条／加盟及び登録
本会に登録する加盟団体は、『上越市バドミントン協会 加盟・登録規定』に従い、加盟・登録し、加盟・登録料を納入しなければならない。
第３章（役員）
第７条／役員
本会は、以下の役員を定める。
１．会長 １名
２．副会長 若干名
３．理事長 １名
４．副理事長 若干名
５．常務理事 若干名
６．理事 若干名
７．監事 １名
第８条／選出
１．会長、副会長は、総会において選任する。
２．理事は、総会の推薦により会長が委嘱する。
３．理事長、副理事長は、理事の互選により会長が委嘱する。４．監事は、総会の議を経て、会長が委嘱する。
第９条／任務
各役員の任務は、次の通りである。
１．会長は、本会を代表し、会務を総理する。
２．副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、これを代行する。３．理事長は、会長の指示を受け会務を執行する。
４．副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故ある時は、これを代行する。５．常務理事は、会務を分掌する。
６．監事は、本会の会計の監査を行い、その結果を総会に報告する。
第１０条／名誉会長、顧問及び参与
本会は、必要に応じ、総会の議を経て、名誉会長、顧問及び参与を置くことができる。顧問及び参与は、会長の諮問に応じる。
第１１条／任期
１．本会の役員の任期は、改選時の総会までの約２年間とし、再任を妨げない。
２．本会の理事、監事に欠員が生じたときは、理事会によってこれを補充する。
３．補充された役員の任期は、残任期間とする。
第４章（機関構成）
第１２条／機関構成
本会は、本会の活動を行うため、総会、理事会、常務理事会、専門委員会、また、必要に応じて特別委員会を置くことができる。
第１３条／各機関の開催、活動
１．総会／
（１）総会は、本会の最高議決機関であって、毎年１回開催とし、会長が招集する。
（２）必要に応じて臨時に開催することができる。
（３）総会の議長は、会長が当たり、会長が不在の時は、出席した構成員の中から選出する。
２．理事会／
（１）理事会は、総会に次ぐ議決機関であって、必要に応じて会長が招集する。
（２）理事会の議長は、会長が当たり、会長が不在の時は、出席した構成員の中から選出する。
３．委員会／
（１）委員会は、委員長が招集する。
（２）委員会の議長は、委員長が当たり、委員長が不在の時は、出席した構成員の中から選出する。
４．常務理事会／
（１）常務理事会は、必要に応じて会長が招集する。
（２）常務理事会の議長は、会長が当たり、会長が不在の時は、出席した構成員の中から選出する。
第１４条／総会
総会は、役員、各団体の代表、名誉会長、顧問及び参与で構成し、下記の事項を決議する。１．事業・活動の報告及び収支決算の承認
２．事業・活動の計画及び予算案の承認
３．規約、規定の改廃承認
４．役員の選出
５．加盟金、登録料及び大会等の参加料の決定６．その他本協会の重要事項
７．緊急事態下等で総会が開催できない場合は、会長または副会長または理事長の発議に
より理事会または常務理事会を持って総会に替える事が出来る
第１５条／理事会
理事会は、会長、副会長、理事長、副理事長、理事を持って構成し、総会より委任された事項を審議及び執行する。
第１６条／委員会
１．本会は、総務委員会、競技委員会、審判委員会、普及委員会、強化委員会を置く。
２．委員会は、『上越市バドミントン協会 委員会規定』に従って選出された
委員をもって構成し、理事会から委任された事項を担当する。
第１７条／常務理事会
常務理事会は、会長、副会長、理事長、副理事長、各委員長、会計・登録をもって構成し、総会及び各委員会より委任された事項を審議及び執行する。
第１８条／採決
本会の各機関の開催は、委任状を含め、構成人員の２分の１以上をもって成立とし、その決議は、出席者の過半数を持って決とする。
賞罰規定の際は別途定める、可否同数の場合は、議長が決する。
第５章（経費及び会計）
第１８条／収入
本会の経費は、加盟団体の団体加盟金・個人登録料、大会等参加料、寄付金、補助金及びその他の収入をもってこれに充てる。
第１９条／会計年度
本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日をもって終わる。
第６章（附則）
本規約は、２００２年 ５月１９日より施行する。（改訂履歴）
２００２年 ５月１９日 新規制定、施行。２００７年 ２月 ２５日 改訂。
２０１１年 ２月 ２２日 改訂。
２０１２年 ４月 １日 改訂。
２０２１年 ２月 ４日 改訂。
『上越市バドミントン協会 加盟・登録規定』
１．この規定の目的は、『上越市バドミントン協会規約』第２章、に定めた会員の加盟・登録に関わる内容を定めることにある。
２．加盟は、団体加盟とし、登録は、個人登録とする。
原則として、登録は上越市に在住又は勤務している者・上越市に自宅のある者とする。３．加盟・登録は、所定の書式により加盟金・登録料を添えて提出する。
登録にはエクセルファイルを使用しメール添付にて行う。
登録時には諸連絡に利用するEメールアドレスの登録を行う事。
４．団体加盟金・個人登録料は、次の通りとする。
（１）団体加盟金は一律 １，０００円とする。（２）個人登録料は
一般・大学生 ５００円とする。
高校生以下 ２００円とする。
５．加盟・登録は、毎年度更新するものとする。
６．登録者が所属団体を変更した場合は、直ちに届けなければならない。
７．加盟・登録は各大会の申し込み締め切り日の７日前までに登録を完了しなければならない。
登録の完了とは登録番号が記入された登録申請書を各団体が受け取りかつ登録料を振り込んだ時点のことを言う。
８．大会申し込み時に協会未登録の選手は、大会参加費と要項に記載されている加算金額を徴収する。
９．複数団体への重複登録は、認められない。
１０．本規定は、２００２年　５月１９日より施行する。
（改訂履歴）
　　　２００２年　５月　１９日　　新規制定、施行。
　　　２０１１年　２月　２２日　　改訂。
　　　２０２１年　２月　　４日　　改訂。
　　　２０２３年　３月　２６日　　改訂。
『上越市バドミントン協会 委員会規定』
１．この規定の目的は、『上越市バドミントン協会規約』第４章、第１６条、に定めた委
員会に関わる内容を定めることにある。
２．各委員会は、委員長１名、副委員長若干名、委員若干名をもって構成する。３．各委員長は、各委員会を代表し、その職務の遂行に責任を負う。
４．各委員長が職務を遂行できない事態になったときは、各副委員長が代行する。
５．各委員長は、必要に応じて各委員会を招集し、下記の会務の審議と遂行を行う。
（１）総務委員会
①規約の研究並びに改廃に関すること。
②総会、理事会、その他の準備並びに記録の整理、保存に関すること。
保存期間は３年間とする。
③予算、経理に関すること。
④庶務に関すること。
⑤当会の運営に関すること。
⑥新潟県上越支部バドミントン協会及び、上越地区の各協会との交渉連絡に関すること。⑦加盟・登録の実務に関すること。
⑧会計に関すること。
⑨その他、各委員会に属さない事項。
（２）競技委員会
①競技会の企画、開催、運営に関すること。
②競技規則に関すること。
③競技記録の保管に関すること。
④表彰に関すること。
（３）審判委員会
①各種大会の審判員の確保に関すること。
②審判講習会の開催に関すること。
③公認審判員の資格審査検定に関すること。
（４）強化委員会
①ジュニア育成に関すること。
②競技力の向上に関すること。
③強化練習、選手強化に関すること。
④指導者の派遣に関すること。
⑤指導者の確保、育成に関すること。
（５）普及委員会
①ジュニア育成に関すること。
②競技人口の拡大、普及に関すること。
③指導会・講習会に関すること。
④指導者の派遣に関すること。
⑤指導者の確保、育成に関すること。
６．本規定は、２００２年 ５月１９日より施行する。（改訂履歴）
２００２年５月１９日　新規制定、施行。２０１２年４月１日改訂。
『上越市バドミントン協会 賞罰規定』
（目 的）
第 １ 条 この規程は、協会員の表彰および懲戒について定めたものである。（賞罰の実施）
第 ２ 条 協会が決定した賞罰の結果は「常務理事会」による審査に基づき本人に通知するものとする。
第２章 表 彰
（表 彰）
第 ３ 条 協会員が永年誠実に活動した場合や、内外の大会にて優秀な成績を収めた場合は、表彰を行うものとする。
（詳 細）
第 ４ 条 協会員の表彰の種類・表彰方法等に関する事項は、「常務理事会」の協議により半数の議決により決定する事とする。
第３章 懲 罰
（懲戒処分の種類）
第 ５ 条 懲戒処分の種類は、次の各号の定める通りとする。
（１）譴責
始末書を提出させ、将来を戒める。
（２）活動停止
始末書を提出させ、将来を厳重に戒め、協会活動を停止する。
停止期間は「常務理事会」の協議により 3 分の 2 の議決により決定する事とする。
（３）除名
協会活動の妨害、協会員への暴言または脅迫、等を行った場合、刑事事件で有罪が確定し、協会員としての対面を汚損したときは
「常務理事会」の協議により 3 分の 2 の議決により除名できる事とする。（４）登録拒否
協会から除名された者、または協会運営に相応しくないと認められた者の登録を拒否できる事とする。
（異議申し立て）
第 ６ 条 前条により懲戒処分の通知を受け、その処分の種類、内容等について異議がある場合は、
７日以内に文書をもって異議申し立てを行うことができる。
前項の異議申し立てがあった場合は、再度「常務理事会」にてその答申に基づき最終の処分通知を行う。
異議の申し立ては１回限りとする。
第 ７ 条 特段の事由が無い限り、懲戒処分の議決内容は非公開とする。
本規定は、２０２１年 ２月４日より施行する。
